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【経嘗潤係}

平成26年度の組織体制について1 

企業総務課

企業庁の総織、人事、法令、企爾調整、
入札・契約制度、危機管理、人材育成

財務管理課

企業庁の予算、経理、決算、関定資産管環

危機・事業管理監兼 RDF発電車ま

監

水道事業課

水道事業の施設3装備・維持修繕・水質管王車、
水道・工業用水道事業の機需主関係施設の保安管環

工業用水道事業課

工業用水道事業の施設整備・維持修繕・水質管理

:| 

電気事業課

需主気事業の施設整備・維持修綴

監王製管官覧機

理

( 1 )綾織関 (5課、 6事業所〕

企業庁長

長庁高rJ

管産資

長次

意気事業
対策総括数

水揚播磨浄北勢水道事務所

浄水場沢水

史と竺l|大 箆

i菊勢水道事務所

[単位:人l
H22 H23 H24 日25 日26

人数 増減 人数 増減 人数 増減 人数 増減 人数 増減

本庁 68 ム5 67 ムi 67 。 68 70 2 

事業所 185 ム2 174 ム11 166 ム8 163 ム3 159 ム4

言十 253 ム7 241 ム12 233 ム8 231 ム2 229 ム2
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(2 )職員数の推移(平成26年4月1日現在)



2 長期経営ピジョン及び中期経曽計画について

(1)綬緯

食業庁では、社会情勢の変化に的確に対応し、知事が示した「企業庁のあり方iこ関

する基本的方向J (平成19年2Jl)を具体化するため、平成19年 11月に、

1 0年惰(平成19年度~平成28年度)の事業運営の理念と道筋を示した「三重県

企業庁長期経営ヒ守ジョンJ (以下 f長期緩営ピジ豆ンjという。)及びその実行計蘭

として、 4年間(平成19年度~平成22年度)の具体的な制立を示した「三重県企

業庁中期経営計画J (以下「第1次中期経営計画jとし、う。)を策定し、抜本的な経

営改善さと進めてきました。

現在は、平成23年3月lこ、平成23年度からの4年間(平成23年度~平成26

年度)の具体的な取綴を示した「三重県企業庁第2次中期緩営計額J (以下「第2次

中期経営計爾j という。)を策定し、 「第1次中期経営計画Jに引き続き、経営改善幸

の制且や計理主的な施設改良など「安全・安定j供給にかかる制服進めています。

「長期経営ヒ、ジョシ」の概要は、)3IJ冊 fJj(の窓みj の 18~20 頁、 「第2次中期

経営計額j の概要は、同冊子の 50~52頁のとおりです。

(2)進行管理

ア 成果指標の呉儀把握と公表

「中期経営言十街jで設定した主婆施設の耐震化塁手や設備の更新率などの成果指標

について、毎年度、実績把握を行い、計画の進f歩状況を検証しています。
計画(J;進捗状況については、ホ}ムページにより公表しています。

イ 三重県企業庁の経営に際する懇談会

「長期経営ビジョン」及び「中期経営計画jに慕づく事業の実施状況や経営状況に

ついて、ユーザー・有識者等から広く意見をいただき経営に反映していくため、

毎年度、 「企業庁の経営に関する懇談会jを開催しています。

(3) r企業庁のあり方に関する基本的方向jの具体化による経営改善
ア ー市供給地域における水道用水供給事業の市水道事業への…元化

伊賀水道用水供給事業を平成22年4月に伊賀市へ、南勢志摩水道府水供給事業の

一部を平成23年4月に志摩市へ譲渡し、一元化を実施しました。

なお、蕊燦市への譲渡にあたっては、平成25年度までの3年間にわたって県から

市へ5名の職員派遣を実施し、市への技術継承を行いました。

イ 水道・工業用水道事業における技術管理業務の包括的な民間委託の推進

工業用水道事業については、北勢水道事務所において、平成21年度から全ての工

業用水道の浄水場等で技術管理業務の包括的な民間委託の導入を務始し、平成24年

度からは業務委託範囲を見直し、 2期限となる 3ヵ年の契約を民間受託者と締結し、

包括的な民関委託を実施しています。

水道府水供給事業については、工業用水道事業で、の業務委託範囲を見渡した民間委

託の実施状況等を踏まえて、水道用水の将来にわたる「安全・安定j供給が確実に遼
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成できることを前擦に、旬括的な民間委託の導入について検討しています。なお、包

括的な民間委託の中心となる浄水場等の運転監視業務については、平成24年度から

全ての水道用水供給事業の浄水場等で民間委託を導入しています。

ウ 水力発霞要事業の民間譲渡

水力発篭事業の民間譲渡については、平成18年3flに県議会からの三重県企業庁

の民営化に向けた提言を受けて平成19年2flに知事から示された「食業庁のあり方

に関する基本的方向jにおける民間譲渡が最初の選択肢との判断に基づき、何年10月

から中部霞カ械を譲渡交渉先として交渉を進めてきました。

富豪波に関する基本的事項の義理を進めた結果、平成23年8月に譲渡価格は105

億円とし、 10箆所すべての発鞍陪3年間で段階的に譲渡することを内容とする「三

重県水力発電事業に係る資産等の譲渡・譲受に関する基本的事項の合意書J在中部電

力側と締精しました。

この合意書に基づき、平成25年4月1日に青蓮寺発言底所及び比奈知発霞所の2発

電所を、平成26年4月1日に宮)11第一発轄庁、宮川第二発電所及び惑発電所の3発

電所を譲渡しました。

今後は最終となる3回目の譲渡に向けて、務課題への対応を約機に進めていきます。

ヱ 水力発電事業の民間譲渡後のRDF焼却・発霞事業の運営形態
水力発電事業の譲渡後の運営形態については、平成28年度までは企業庁が引き続

き任意適用事業として運営することとし、企業庁で運営するための様々な課題の解決

に向けて関係部局と協議を進め、平成26年度上半期を回途に方針を決めていきます。
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3 平成26年度当初予算のポイント

(1)予算編成にあたっての基本的な考え方

企業庁は、水と電気の「安全・安心・安定j供給を慕本方針とし、平成19年度に
策定した「長期経営ピジョンJ (平成19~28年度)、及びその実行計額である「第

2次中期経営計画J (平成23~26年度)に掲げる経営呂擦の実現に向け、 ISO
9001品笈?ネジメントシステムを活用した事業運営念行っています。
平成26年度においては、耐震化・者朽劣化対策を図るための計画的な施設改良や

技術管理業務の包括的な民問委託等の取組を進めるとともに、平成27年4月給水機始

予定の南勢水道拡張事業について計画的・効率的に事業を進めます。

また、水力発電事業の民間譲渡については、段階的譲渡の2回目となる平成26年4

月に、 3発電所を中部電力(株)に譲渡します。

なお、これらの事業の実施に加え、財務薬事室の強化を進めるため、新規企業僚の

発行抑制に努めるとともに、水資源機構叡賦負担金の繰上償還を実施することによ

り、金利負担の軽減を限ります。

(2)主な重点項隠

ア計画的な施設改良の推進 予算額 5，571，904子円
将来にわたり水と電気の f安全・安心・安定」供給を実現するためには、管路や

浄水場、発電所などの施設を効率的に整備し、 i蕗切に維持・更新していくことが不
可欠です。このため、施設の耐震化対策を重点的に進めるとともに、老朽劣化対策

として電気・計装・機械設備の更新等を実施していきます。

(ア)耐震化対策 予算額 2，103，808千円
浄水場等の主要施設や水管機の耐震補強を行い、大規模地震等による被害の軽

減を図ります。

-沢地浄水場!iiitJ.震被強工事
-揖斐')1/水管橋露首震補強工事 他

(イ)老朽劣化対策 予算額 2，520，201千円
管路や設備機器を中心に、効率的に改修や取替等を行い、漏水や故障等による

給水障害の未然防止を図ります。

-菰野導水ポンプ所非常用自家発電設備改良工事

-播磨浄水揚沈殿池汚泥掻寄設備改良工事 {也

(ウ)その俄(配水運用の強化等) 予算額 947，895千円
管賂の整備や送水管布設替工事などを行い、語己水運用の強化等を図ります0

・内径300粍送水管布設替工事(白山!却す) 他
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イ拡張事業の推進 予算額 519，378千円
南勢水道拡張事業について、平成27年4月からの給水開始に向けて計酒的・効率的
に事業を進めます。

・多気浄水場2系送水ポンプ改良工事 総

ウ 「企業庁のあり方に関する基本約方向jの具体化による経設改善

予算額 1，528，581千円
長期経営ビジョンに慕づき、水力発霞毒事業の民間譲渡や技術管理業務の包括的な

民間委託などの取組をi鎮めます。

(ア)水力発電事業の民間譲渡 予算額 1，253，856千円
水力発議事業の民間譲渡については、平成26年4月1日に宮川第一、宮川第二及
び主主発議所を中部電力(株)に譲渡するとともに、最終譲渡となる平成27年4月
に向けて、残る5発電所に係る必要な設備改修等を行います。

-宮;/!第三発電所圧力隊道ケーブル取替工事

・大和谷発議所取水口総繋備工事 {鼠

(イ)技術管理業務の包括的な民間委託 予算額 274，725千円
工業用水道の浄水場等(北勢水道事務所管内)における技術管理業務の包括的

な民間委託について、受託者との緊密な遼携のもと適切に指導・監事手を行い、安

全・安定供給の継続に努めます。

-統括運転管理及び浄水場等管理業務委託
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平成26年度当初予算会計別総括表

話砕. 'n 

I~ 年度 収益的紋入 収主主的支出 収益的収支 純利益 資本的Jj)(入 資本的支出 資本的収支 l

(A) (B) (A)…(B) (税抜き) (C) (D) (C)ー(自)

ホ 25 10，160，982 8，937，475 1，223，507 1， 192，465 1，484，714 6，641，637 ム5，156，923 

i草 26 11，710，220 9，524，074 2，186，146 1，947，901 1，935，583 6，665，93.0 ム4，730，347I 

事 増 減 1，549，238 586，5骨9 百62，639 755，436 450，86自 24，293 426，576 

業 前年対比 Il5.2唱 106.6世 178. 7世 163.4% 130.4出 100.4覧

工 25 5，914，877 5，366，415 548，462 426，862 1， 267， 433 4，684，253 ム3，416，820

業
用 26 6，468，772 6，207，407 261，365 66，248 1，973，688 6，421，462 ム4，447，774
本
i草 i骨
事

減 553，895 840，992 ム287，097 ム360，614 706，255 1，737，209 ム1，030，954

業
前年対比 109.4出 115.7出 47. 7活 15.5出 155サ7覧 137. 1首

E車 25 4，010，962 4，234，343 ム223，381 ム187，4宮9 1，136，21官 1，390，207 ム253，988

気 26 3，087，909 4，420，276 "1，332，367 ム1，124，198 2，803，776 1，176，106 1，627，670 

事 増 減 ムヨ23，053 185，933 ム1，108，由86 ム936，699 1，667，557 ム214，101 1，881，658 

業 前年対比 77. 0% 104.4出 246.8出 84.6覧

25 2，889，841 2，骨28，598 ム38，757 1，377 1，136，219 1，386，159 ム249，940
ヌ〈
26 2，023，342 3，237，054 "1，213，712 ム949，033 2，803，776 1，171，993 1，631，783 

電
力 増 減 ム866，499 308，456 ム1， 174，955 ム950，410 1，667，557 ム214，166 1， 881， 723 

気 前年対比 70.0出 110. 5弘 246.8出 84.5時

内 25 1，121，121 1，305，745 ム184，624 ム188，876 4，048 ム4，048 

訳 R 26 
D 

1， 064， 567 1， 1幻，222 ム118，655 ム175，165 4，113 "4，113 

F 増 減 ム56，554 ム122，523 自5，969 13，711 65 ム65

前年対比 95.0唱 90. 6世 101. 6弘

25 20，086，821 18， 538， 233 1，548，588 1，431，828 3，888，366 12，716，0ヲ7 ム8，827，731

合
26 21，266，901 20，151，757 1. 115， 144 889，951 6，713，047 14，263τ498 ム7，550，451

計
増 減 1，180，080 1，613，524 ム433，444 ム541，877 2，824，681 1，547，401 1，277，280 

前年対比 105.9百 108.7見 72.0出 62.2話 172.6出 Il2.2弘
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平成26年度当初予算会計別支出予算総額

¥"'P"I.!L.. I I J) 

i哀 分
平成25年度 平成26年度

時書 減 前年対比
当初予算 当初予算

収主主的支出 (A) 8， 937， 475 9，524，074 586， 599 106. 6% 

水 資本的支出 (8) 6，641，637 6，665，930 24， 293 100.4弘
道
事

業 うち建設改良費 2，726， 131 2，704; 38.6 ム21，745 99.2拡

dEb23 恥 昔十 (A) + (B) 15，579，112 16，190，004 610，892 103.9出

i収益的支出 (A) 5，366，415 6，207，407 840，992 115.7弘
ヱ
業
用 資本的支出 (B) 4，684，253 6;421;462 1，737，209 137. 1弘

主主
道

うち建設改良費 2，395，014 I 3，726，809 1，331，795 155.6% 
毒事

業

合 富十 (A) + (B) 10， 050， 668 12，o28，869 2，578，201 125.7弘

収益的支出 (A) 4，234，343 4，.420，276 185，933 104.4出

電 資本的支出 (B) 1，390，207 1，176，106 ム214，101 84.6j品
気

事

業 うち建設改良費 442，910 145，264 ム297，646 32. 8拡

合 E十 (A) + (B) 5，624，550 5，596，382 ム28，168 99. 5目

収主主的支出 (A) 18， 538， 233 20，151，757 1，613，524 間 7出|

ぷ口》、
資本的支出 (8) 12，716，0由7 14，263，498 1，547，401 112.2% I 

言t うち建設改良費 5，564，055 6，576;459 1，012，404 118.幻b

合 E十 (A) + (B) 31，254.330 34，415，255 3，160，925 110. 1唱
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平成25年度決算見込みの概要について4 

( 1 )援主主計算書及び貸借対照表(平成25年度決算見込)

、串水道事業会計

現 H25 前年対比 軒 回5前年対比

営 業 取 益 95 100.2 語 iE 資 産1，496 E乱8
営 業 費 用 73 102.6 流 動 資 産 165 108.7 

書 業 1晃 益 22 92.6 査 産 合 計1，邸l 鴨1
t自 業 外 Jl!( 益 i~-1侃5171 器 定 負 積 63 95.0 営 業 外 費 用 揖 動 負 監 11 136. 9 

経 常 科 益 14 97.1 負 彊 古 計 74 99.3 

当年産親和益 14 前J賢 本 金1，127 悌4

前年控韓越朝益割余金 1.8 朝 余 金 4ω 103.1 

当年在来抱分朝益割余金 14 一費 本 合 告1，587 99.7 
負積，草本会計 1，661 99.7 

(器円、怖)重器対照表(構内、同)襲益計算書

(瞳向、同)
H距 離年対比

産1.2171 100.4 

産 1311 99.9 

計1.3481 100.3 

襲。51 98.4 
種目 125.3 

計 741 100.8 

自由
一
成
災
一
一
侭
烈
一
ゐ
ロ
一

A
U
4
必
沢
一
ゐ
口

(樟円、特)
H目前年対比

561 94討掴

451 101. 41 悦
111 72引際

01 91. 41潤
41 9引!流

71 65.41喰

持
盆
一
悶
川
一
列
鑑
一
特
館
一
閉

m一
株
抵

争工業用水道事業会計

損益告算書
科自

業組

上一豊
業開

業丹駅

五ム一重
量 ~J

営
一
皇
賞
一
営
一
世
尚
一
軽

J 

金 851当年童組制益 66ι 覧 本 i∞ ~ / 、
蕗年度韓越鞘益剰余金 皆直 掛 金 金 4お i∞.2 貸借対照表の概要
吉年震未担分朝益覇金金 66.1 賀 本 合 計五百4 l悦3 貸借対照表は、水道、工業用水道

負軍・資本合計 1，348 100.3 及び書室気事業に係る平成25年度
求の資産と負債及び資本の状況を

示したもので、決算日時点における

号電気事業会計
財政の状態を表しています。

資産は、施設等の関定資産と預金

損益計算書 (構降、同) 貫情持鰐表 (告円、首) 等の流動資産で構成されます。固定

科 自 E日S前年対比 科 E H25 前年対比 資産は管路や浄水場、発電施設等の
営 業 取 韮

224619577 4 
自 定 襲 産 129 90.1 有形濁定資産、ダム使用権等の無形

堂 業 費 用 寵 動 資 産 35 i却9 [i!1]定資産等です。
州首 業 利 韮 7乱。 翼 産 色 許 164 95.2 また、負債は、引当金、水資源機
間帯事業組益 13 i訂0闘 定 負 檀 52.1 構からの借入等の慰定負債と未払
営業外眠益 24.9 読 動 負 皆 7 141. 9 金等の流動負債で檎成されます。
開帯事業費市 12 124ι 負 量 合 計 10 93.3 

資本は、自己資本金と借入資本金
営業件費揺 77.7 本 金 147

1 190525 0 に区分される資本金と国庫補助金
経 常 制 盤 147.5 金 金 7

等の剰余金で構成されます。
当年度韓朝益 147.5 資 本 合 計 154 95.3 、 ....1 
前年度韓組制益覇余金 11 24 94.0 負軍・査本会計 164 95.2 

当年度末弛分持基罰金金 11 22 90.6 
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(単佼:億円)

日24年度末
残高

(D) 

(10) 

366 
冒聞--榊剛軸幽圃幽幽幽ー圃園田--四榊_.胸剛

64 

( 15) 

203 
ー・圃圃掛軸軸惜帽押----ーーー・圃圃曲醐醐

29 

(7) 

26 
_.検柵柵脚脚軸咽開司・ーーーーー回固軸柑剛糊榊

4 

(31) 

595 
園田園田園圃酬桝榊州柑榊--ーーーーーー・圃圃

97 

692 

(参考)

(2 )長期債務の状況(平成25年度末現在)

ド¥
借入資本

負後
日25年度米

(企業僚)
(水資源機構害1)

残高
紙負担金)

(A) (B) ( C)口 (A)+(B)

苅金
(0) (2) (2) 

水道 325 2 328 
-榊同軸岨刷田圃幽 ー・園田園田園阿柑榊剛幽幽世田働幽圃圃・M・ーー --輔、情神崎圃幽圃幽世田園田・・回開閉同州制軸 4凶幽幽幽圃岨ーー圃"回開帽同情酎桝帥世幽圃岨圃

手1)息 53 。 54 

元金
(4) (8) (12) 

工業用水道 175 8 182 
-蝉酬榊酬岡町田園 ー・園園園ーー幽酎柑附榊柵榊咽圃ー田ーーーーー 圃圃曲蝉蝉輸除帽悼・・・・世田・ーー・・圃幽醐酬帽蝉 嗣輯園田・.ーーーー圃ー圃酬醐柑酬榊帽骨相同副

手Jj息 23 24 

元金
(4) (0) (4) 

電気 18 。 18 
酬砂岬榊醐輯胆圃ーー ーーーー_.幅値骨醐情博嗣柑・・・・ー・ーーーー園圃ー 側枠制帥附刷隣同伺園田・ーーーー・・回幽幅制駒榊帽剛暢 -圃・・圃ーーーーー圃圃柑柑酬酬州柑岬ー'・ーー.

利息 3 。 3 

元金
(8) (10) (18) 

合計
518 11 528 

ー_.ゆ醐柑剛岬蝉帽 ‘圃園田ーーーーーー"・柑柑蝉剛欄障問・・ーーーー 聞ーー回同酬榊岬榊脚岬園田ーーーーーー回凶醐柑 M醐輯世情"・，圃・ー圃園冒回国圃圃柑酬輸榊榊帽幽

利息 79 l 80 

言十 597 12 609 
※元金欄j二段の()議:は、利率5%以上の念業俊及び水資源機権部紙魚按金で内数。
※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

(参考)公営企業予算と官公庁予算

{公営企業予算 I 【官公庁予算】

くイメージ関〉

(収益的収支)(資本的収支)

経
常
的
収
入

経
常
約
経
由
貿

収
益
約
収
入

収
益
的
支
出

起

債

一般会

計出資

元
金
償
還

建
設
改
良
費

p
i
1
L
e
J
L
 

錨

費

益
部

利

減

償

純

r
a
-
-
l
J六
I
l
l
1
、

の
を
な
費
益

金
出
わ
経
利

現
支
伴
い
と

↑
 

一般会

計出資

補
て
ん
財
源

起

f責

元
金
償
還

建
設
改
良
費

温室直日
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5 経営基盤の強化について

(1)人材育成

次世代への技術継承とチャレンジする組織告と際指して、平成19年11月に「三E霊
祭企業庁人材育成方針jを策定し、職員の能力開発や技術継承に取り組んでいます。

ア推進体制

「三蓬県企業庁職員研修委員会」において、毎年度「三重県企業庁職員研修言十磁J

奇策定し、継続的、総合的に研修等を実施しています。

また、研修委員会のもとに「人材育成部会jを設澄し、次のような役割分担で取組

を行います。

人材育成部会では、人材育成方針に慕づき、研修・ O]Tの実施方法、各種マニ

ュアノレの整備などについて検討します。

研修委員会では、人材育成部会で検討した内容在確認し、主主体的な取露呈として実

行に移すとともに、その成果を検証し改善につなげます。

イ 平成26年度における主な取締

O]Tの要素を取り入れた、より実践的で効果の高い研修として、専門約な知識

を有し、高い技術力を習得している1議員による実践研修在的確に実施します。
技術管理業務の包括的な民問委託を進めるなかで、 「安全・安定」供給が継続で

きるよう、職員の技術力、指導監督能力の維持・向上を目指し、実践業務などに役

立つマニュアル類を整備するとともに、 「施設の維持管理J、 「水質管理J及び「緊

急時対応力」を向上するための研修を実施します。

(2)防災危機管理の推進

「三主重県地域防災計画富{震災対策編1(平成24年修正)Jの抜本的な見直しに伴
い、津波対策を含む施設の耐震化、新たな応急対応策等を盛り込み改訂した「三E重県
食業庁防災危機管理推進言十関(平成26年3月第3回改訂版)Jに基づき、危機管理

体制の充実・強化、地震・風水害など自然災害による被害の軽減や漏水等事故の未然

防止等に取り組みます。

ア危機管環推進体制の整備

会業庁における危機管理を適切に行うため、本庁に「危機・事業管理霊長j、事業所

に「部所長Jそ配置しています二l

その上で、危機・事業管理数や副所長等をメンバーとする「企業庁危機管理推進会

議Jを設置し、災害発生の未然防止対策の検討や、事故原因の分析結果などを情報共
有し、取組の水平展開を図っています。

イ耐震化

平成26年度も引き続き、取水施設や浄水場等の主要施設及び復旧に時間を重要する

水管機の耐震化等を言十商的、 E重点的に実施します。また、津波浸水予測調査結果を主主
に企業庁施設の浸水鐙所の把握を行うとともに、津波浸水区域内の主要な施設につい

て、必要な襲撃波対策(減災対策)の検討を行います。

10 



ウ 緊急時における初動・応急体制の充実・強化

民間委託の推進や業務の効率化に伴い人員削減が進む中で、災害時における応援婆

員の篠保等、受託事業者を含めた危機管淫体総を確立するため、平成2O年度に企業

庁独自の参集体制として、県内で幾度5強以上の地震発生時などの場合には、あらか

じめ定めた食業庁有人施設(原則、職員の自宅に最も近い施設)に参集するよう見直

しました。

平成21年度からは、見夜した非常参集体制に基づき各水道事務所において都練を
実滅するとともに、受託事業者等との逮携強化を図ってきました。

平成26年度も引き続き危機管理体制に関する訓練を各所属で実施し検証を行うと

ともに、受託事業渚等との連携強化に努めることにより、効果的な体制の確立に取り

絡みます。

(3)固定資産の管環

企業庁が所有する国定資産については、官室算システムにより台帳告と管理しており、

建設改良により取得、除去Hした資産の追加、白日除や減倣償却費の計算などをシステム

処環することにより、資産価額の扱擦を行っています。

また、水力発電事業の民総譲渡において、中部霞力闘への周定資産データの引継ぎ

を進めています。

(4 )労働安全衛生への対応
各事業所における労働災害・事故ゼロを実現するため、次のとおり労働安全衛生の

確立に取り組んでいます。

ア労働安全衛生の体制

「三重県企業庁安全衛生薬本方針jに主主づき、 「総指安全衛生委員会」において毎

年度、 「安全衛生重点取組項引を決定するとともに、基本方針と重点恥緩項目を具

体的に実施するため、 f各事業場安全衛生計画jを策定し、実効性のある労働安全衛

生の取組を行っています。

イ 平成26年度の:i:な取組

発没者として労働災害防止のため、請負業者等に対する安全衛生管理体制の周知

徹底に取り緩みます。

職場に潜む労働災害をもたらすリスク(潜在リスク)についての把擦を行い、そ

のヲスクに対して優先慎位をつけて評仮する「リスクアセスメントjを各事業所で

実施し、その結果に応じてリスクの除去又は低減対策を検討し実行します。

職員の心身の健康o保持場進に努めます。

<参考>労働災害発生件数

年度 企業庁職員 誇負業者

2 3 2 2 

24 1 。
25 2 。
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【事業関係】

1 水道用水供給事業

(1)運営状況

本県の水道用水供給事業は、水源右童保や行政区

域を越えた筋設整備の必重要性から、昭和43年度

に志摩水道用水供給事業の給水を開始して以来、

中勢水道汚水供給事業、北勢水道用水供給事業、

南勢水道用水供給事業の給水を)1屡次開始しまし

た。

その後、順次事業統合や拡張事業を実施し、市

水道事業への一元化等を経て、現在は、北中勢水

道用水供給事業、南勢志摩水道用水供給事業の2

事業を営業し、県内29市町のうち、 17市町に

供給しています。

平成26年4月1田知安の給水銭力は、一日あ

たり427，666rrrとなっています。

県内水道の給水量に

企業庁の水が占める割合

(平成24年度実績)

平成24年度の給水量は約7，640万rrrで、県全体の需要最に対しては約30%の

水量に相当します。(平成25年度の給水量は約7，646万rrr)

近年、くらしの安全・安心に対する意識が高まっており、より良質で安全な水を供

給していくことが求められているため、計画的な施設改良等を進めています。

(2 )料金

本然の水道料金は、基本料金と使用料金からなる二部料金制を採用しています。

基本料金・.r契約水議(一日当あたり)Jに r1基本料金単価(円/rrI・月)Jを乗じて得た金額 i

使用料金・.rその月の使用水量jに「使用料金単価(円/rrI) Jを乗じて得た金額

北勢系長良)11水系の水道料金については平成23年4月1日に、その他の水系につ

いては平成22年4月113 ¥こ料金改定を行っています。

なお、平成27年4月1臼にすべての水系の料金改定を予定しています。

水道料金表(平成26年4.1'l1臼現在)

北中勢水道用水供給事業
南勢志摩

事業名 北勢系 北勢系 北勢系長良川水系 水道用水
木曽川 コ重 中勢系

供給事業
汚水系 用水系 亀山市 亀山市以外

基本料

金単価 670 2， 930 2， 750 2，560 1， 000 1，070 

(円/rrr.月)

使用料

金単価 39 39 39 39 39 39 

(円/ぱ)
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水道事業の概要【営業関係】 (平成26年4月1臼現寂)

事業名 く水浄水揚源> 
計爾目 給水対象市町及。給水議 給水能力 給水線始
標年度 Crrf/詞) (nf/日) 年月田

木北汚勢水曽系川系 (木総岩く合話屋曽番用磨ダj水ム>!| ) 

木曽岬罫J2，800桑名市 24，300 一部給水。

S60 朝日町 1，200)11越町 5，800 S52. 3. 28 
阪日市市 36，200鈴鹿市 10，000 全部給水:

言十 80，300 S54.4.1 
80，300 

ヰ用三ヒ勢重水系系
コ重用水

四日市市 41，800 一部給水。

1112 菰鹿里子田J2，600 H3.4.1 

ヰヒ く水沢> 鈴市 6，6∞ 全部給水ー
言十 51，000 

51，000 
H8.4.1 

木曽岬罫J2，000桑名市 1，1∞ 一宮~給水:

水北長勢系良系川
く河(長長矯口良良磨壊j川i > i ) 

朝日罰J 1，000)官1包|越田J 1，400 H13. 4. 1 

H30 阪日市市 2，200 山市 7，400 一宮需給水
鈴鹿市 2，200菰野町 700 H21. 7. 1 

苦f 18，000 全部革命jし

18，000 
司23.4.1

水察中勢系出j系11 (君<霊ヶ高言野問野)ダ|>l ム)
津 市 76，916 創設，

S60 松阪市 4，500 S46.6.4 
言十 81，416 一次拡張。

81，416 
間 4.'1 I 

長水中勢系良川系i く(f長長可大口良良震勝jjil〉l i H30 津 市市 50，500 全部給水。
松絞 8，300 1110.4.1 

昔十 58， 800 58，800 

伊，鳥 勢市 37，300松阪市 61，000 一部給水。

〈(櫛慈多ダ田気川ム>) 

5J5J 市 20，000 多度志気会摩 前J6，050 S62.5.1 

南用勢水志供摩給水事道業 H32 号2(E月大城草世日同庁 2，800 田市J 500 全部給水:
町 500;;S 1$ jfi 10，000 1111.4.1 
台間J1，700) 拡張全部草創く

言十 138， 150 138，150 (予定)
(139，850) C拡張全部給水時 1127.4.1 

139，850) 

合計 17市町 (18市町) (442279 .666 
，366) 

水道事業の概要{建設関係} (平成26年4fll日現在)

事業名 水源
計爾目 給水対象市町 給水能力 給水開始

工期
事業望者

標年度 及。明自71<>量(rr!/日) (ぱ/日) 年月 日 (千円)

南勢志摩水道

用水供給著書業
櫛(蓬田ダ川 H32 大台町 1，700 

給水(予定): 平成23~
243，961 

(南勢水道拡張 ム)
1，700 1127.4.1 26年度

事業)

7l<遂事業の概婆[確保水源} (平成26年4月1日現在)
水 源 苦十溜昨古水量量(灯I!詰) ヱ 期 事業費 備 考

長(長良良川| 151，200 
昭和43~ 78.2'億円 水源施設は完了

)11河口纏) 平成 6年皮 (長良)11河口粉 (水資源機構管理)

輔自田(川蓮ダム) 20，850 
昭和46~ 却す1イ意阿 水源施設は完了
平成 3年度 (蓮ダム) (悶土交通省、i管理)
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(3)取組方針
ライフラインに係る大規模地震対策の必要性はますます高まっており、被害の軽

減や未然防止のため、施設の耐震化を関るとともに、漏水等主?防止し安定した水道

用水の供給を翻るため、老朽劣化対策を着実に進めます。

北中勢水道用水供給事業(長良)11水系)における取水・導水施設の整備について

は、受水市町の意向を踏まえた環境生活部の聖書誇に基づき、関係機関との調整を行

います。

;者勢志摩水道府水供給事業(南勢水道拡張事業)については、平成27年4月か

らの大台町への新規給水(一日最大給水量1，700m)の開始に向けて、施設整備会

進めます。

安全で安心な水道用水の供給のため、適切な水質管理に努めるとともに、 7k質等
に関する情報を受水市田Tや県民の皆様にホームページ等でわかりやすく提供してい

きます。

(4)計画的な施設改良の推進

沈澱池等の主要施設及び水管機の耐震化を行うことにより、大規模地震などの災

害時において、被審を最小限に抑え、迅速な復!日による早期の送水を可能とします。

管路については、老朽劣化対策として替案に更新を行うことにより、安定した供

給を可能とします。

日23 日24 日25

1，769 2， 492 3， 030 

H26 

2，473 

(単位百万円)

4か生時十

9， 764 

※「食業庁第2次中期経営計画J(平成23年3月策定)より抜粋。事業費は言十頭ベース。

ア耐震化

(ア)応急復旧期間の鼠襟

当庁施設の被災後の応急復!日期間の目標を最長1遊間以内とし、目標達成のため、

必要な臨機化を実施します。

(イ)主要施設

被災した場合、人命や社会的に護大な被

害を及ぼすと思われる沈澱泊等、主要施設

のilul震化は平成24年度に完了しました。

(ウ)水管橋

被災時の影響が大きい大口径の水管機や、

構造が複雑で応急復!日に長期間を要する水

管機のilu'懐化を優先的に実摘します。

14 
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(ヱ)その他

北中勢水道用水供給事業(北勢系・木曽川用水系)のZ重要な施設で、水童話療機構が
管環する木曽川用水施設については、水資源機構がiluI震化工事を進めており、利用

者がその費用の負援を行っています。

【第2次中期経営計画における成果指襟】 (単佼・%)

日23 日24 日25 H26 
指標

(~樹痘) (実綴{直) (実績値) (則禁イ疲)

主要施設の而擁化率 99. 2 100. 0 100. 0 100. 0 

水管橋の都機化塁手 94. 7 96. 5 97. 6 99. 4 
」

【水管機の耐震化率については、平成24年4月に見直しを行っています。}

※立三華客施設の001幾化率 会殺すiJl管理する主要施設 (129施設)のうち、言十爾抑こ賂際化

する主要施設の害1)合。

※水管機の而欄開 企業庁が管理する水管機 (170橋)のうち、計額制こ而様化する

水管機(平成26年度までに169橋)の割合。

(残りの1橋を含め平成27年度までに全て完成予定)

イ 考朽劣化対策

(ア)管路

昭和40年代後半から昭和50年頃に布設された送水管について、老朽劣化に

伴う漏水が頻発するようになったため、送水管の布設事幸を行います。

(イ)電気・計装 E 機械設備等

電気設備、計主主設備、監視制御設備

及て鴻械設備などについて、{混々の設

備の耐用年数、劣化状況及。糟器の製

造中止等を総合的に勘案して更新しま

す。

【第2次中芸品経営計匿における成果指標】

H23 
指標

(実綴値)

設備の更新率 21. 1 

高野浄水場中央制御監視滋の状況

(単位:%) 

H24 H25 日26

(実綴値) {蛾到底) (悶標値)

54.4 78. 9 100. 0 

※設備の更新率 4年間(平成23年度~平成26年度)で更新する設備 (90設備)の

うち、音十阪的に更新する設備の害1)合。
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(5)建設・拡張事業
ア 北中勢水道用水供給事業(長良JII水系) :取水・導水施設の計画

北中勢水道用水供給事業(長良}11水系)は、 f北部広域閣広域的水道整備計額J

(環境生活部所管:平成20年3Jl改定)(こ基づいて実施していますが、今後の取

水・導水施設の整備については、受水市町の意向を踏まえた環境生活部の要請に基

づき、関係機関などとの務整を行います。

イ 南勢窓際水道府水供給事業:大台町への新規給水について

南勢志摩水道府*供給事業における大台町への新規浮き水については、「南部広域濁

広域的水道樹詰言十蘭J(環境生活部所管:平成22年6月改定)に主主づき、平成27

年4Jlからの新規給水に向けて、平成23年度から言十商約・効率的に施設務備を進め

ています。

<新規給水の概要>

給水対象地域・大台町

一日最大給水嚢:1， 700rrf 

給水開始時期平成27年4月1日(予定)

事業実施期間 平成23年度~平成26年度

事業費:244百万円

[平成26年度主要工事予定}

・多気浄水場2系送水ポンプ設備改良工事

・丹生力5庄ポンフ明等遠方監視命IJ御装置設置工事

i垂水管布設工事

77， 965千円

60， 990千円

ポンプ設備破産

事.町
...-._“~ ..... 

./大台町
/ 

/ 
/ 

大台町霞水池

園田幽既段滋水管

側醐間企議庁由施工(大台町・1/0気町向け}

阻盟~iÞ:設庁の脇ヱ大台町向け)

醐一金総宇の施二む大台町から受胎

園田園大台町の施工

凶醐醐企業庁由総工〈書官岳町肉け)

[i菊勢志摩水道用水供給事業概要図(大台町樹系)]
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(6)環境・地域への貢献

地球協i暖化対策、 I昆重量効果ガスの削減に取り組むため、水道事業の浄水場等に再生

可能エネルギー発電施設の導入を推進します。

{平成26年度における予定}

小7]<力発電設備実施設計 1地点、

出カ見込 年開発電霊盤見込
設霊霊場所 設備

(k w) (kwh) 
予定

鈴鹿導水ポンプ?万 小水カ 34 257，000 日26設計、 H27以降設畿
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2 エ業用水道事業

(1)運嘗状況

本燥の工業用水道事業は、北伊勢臨海部の石油化

学を中心とする工業の発展に伴う水需要増大への対

応や、地盤沈下に対する地下水代替用水確保の必要

性から、昭和31年に四日市工業用水道の給水を開

始して以来、北伊勢工業用水道第1期から第4期事

業へと拡張を主重ねてきました。この間、他の地域で

も事業を進め、昭和38年には松阪工業用水道、昭

和46年には中伊勢工業用水道、昭和61年には多

度工業用水道で給水を開始しました。

現在、給水能力は全体で一日あたり 911，500rdを

手干し、県内の94校106工場に工業用水を給水す

ることで、産業の発展、焦土の保全に寄与していま

す。

平成24年度の給水量は約1億6，809万ばであり、県内工業用水の約6害IJな占めて

います。(平成25年度の給水量は約1億6，458万rd)

工業用水道事業の概要 (平成26年4月1日現在)

本撲名 給水区域 給水工場数
水源 給水能力 契約給水量 給水開始 事業費
<浄水揚〉 (m3jお) (ば/日) 年月 a 工期 (千円)

桑名市
長良 111
く沢地〉

四日市市
員弁川

北伊勢工難用水道事業
鈴麗市

71社81工場
く伊坂〉 (990，000) 昭和31年 (14，270，826) 

鴻ミ 布 830，000 
724，960 

4111罰
昭和四年~

63，147，035 

朝日町
木笹川!総合

F脅 水

川越町 (岩巌γム)
く山村>

多度工難用水i輩都揖 桑名前 11土1工場
ニ誰用水 (10，000) 

10，000 
昭和61年 昭和 (10，434，228) 

く多度〉 10，000 4月1日 59~62年度 1，813，600 

ロド伊勢工業汚水道事業 津 布 15杜17工場
軍出 111 (50，000) 

17，810 
昭和46年

昭和砧低~
(429，110) 

(君ヶ野タム) 33，000 5月ls 5，200，000 

松阪工難用水道事揖 松阪市 71土7工場 櫛沼 111 (38，500) 
38，500 
昭和38匁 昭和

908，208 
38，500 10月15日 36......62年度

(1，088，500) (25，134，164) 
合 百十 94社106工場 7骨1，270

百11，500I -I I I 71，068，843 

※給水能力の( )内は全体計画援を、事業費の( )内は水源負担綴 (外数)を示す。

※給水区域は現友給水している区域を示す。

※中伊勢工業用水道事業、松阪工業用水道事業は浄水場なし。

※給水工場数の合計は各事業自IJの数を積み上げたものである。
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ヱ業用水道事業の概要【確保水源】 (平成26年4jj1日現夜)

事 業 名 計画給水区域 水 i原
計闘給水量

工 期 事業費
(m
3/1ヨ)

(三重用水)
(※) 

鈴鹿工業用水道 四日市市 昭和39年度 (三重用水)
τ=重用水 4，800 

事業 鈴鹿市 ~ 約30目l{j意向
平成4年度

長良川河口線関連 長良川
(長良)11河口堰)

工業用水遂事業 北勢地域 (長良)11 515，000 
昭和43年度 (長良)11湾口堰)

~ 約266.3億円
(仮称) 河口堰)

平成6年度

言十 519，800 

※言十街給水量については、事業予定吉十積水最b

(2)料金

本県の工業用水道料金は、基本料金と使用料金からなる二部料金制を採用しています。

基本料金・・fl喜本使用水最(m3/ 日)J (契約水量)にその月の日数を乗じて得た水量に「基本:
料金単価(円/ば)Jを乗じて得た金額

使用料金・バ使用水建(m3/ 日)J (1基本使用水最から休止水最(湖を減じた水量)にその月の:

日数を乗じて得た水量に「使用料金単価(円/ば)Jを乗じて得た金額

※間最慨量山い糊等叩町諮してい出こ山そ;

の分の使用料金を減額。休止水量変更時燃は年2問。 (5月、 11月)

また、「使用水量」を超えて受水した場合には、超過料金主どいただいています。

なお、工業用水道料金はすべての事業において、 3年ごとに見直しを行っており、

平成25年4Jlから北{安勢工業用水道事業のみ改定を実機しました。

工業用水遂事業の料金表(平成26年4月1日現在) (単位・円/ぱ)

主主本料金尊重価 使用料金単価 超過料金単価

北伊勢工業用水道事業 14. 5 4.0 37. 0 

多度工業照水道事業 45. 0 90. 0 

中伊勢工業用水道事業 21. 3 1.9 46.4 

松阪工業用水道事業 14. 9 1. 1 32. 0 
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(3)取組方針
施設の老朽劣化対策として、昭和56年から綴次改築事業等を実施してきました

が、老朽劣化対策の一層の推進とともに、耐震イじが急務となっており、安定給水を

最優先に震いた施設の改築を着実に進めます。

安全・安心・安定供給の実現を図りつつ、料金負担の軽減等ユーザー企業のニー

ズにも対応していくため、事業運営において引き続きコスト削減に努めるとともに、

ユーザー食業等に対し積極的に経営情報の提供等を行います。

米売7.kの解消lこ向け、関係部局や市町の企業誘致担当部局と連携し需要開拓に取

り組むとともに、企業からの給水申し込みに対し、迅速な対応を行し、ます。

; :米先7.k:将来の水需要に対応するため確保している水源のうち、統に事業化しているが

; 受7](者が米確定なもの。

i矧用水将来の水戸lこ対応するため確保している械のか、事業化されていないもの。;

(4)計蘭約な施設改良の推進

取水施設や浄水場等の主要施設や水管橋の耐震化を行うことにより、大規模地震

等の災害時における被害寄を最小限に抑え、迅速な復旧による早期の給水を可能とし

ます。

老朽劣化対策については、話番水事故等が危燥されるコンクリート管 (PC管)や

鋳鉄管 (C1 P管)の更生工事等を優先的に実施するとともに、計画的に霞気・言十

装・機械設備の更新を行うことにより、事故の米然防11:に努めます。

[年度見IJ毒事業費】 (単位・百万円)

日23 日24 H25 H26 4か年計

3，180 4， 178 3，730 3，820 14， 908 

※「企業庁第2次中期経営計画J(平成23年3月策定)より抜粋。事業費は計濁ベース。

ア耐震化

(ア)応急復旧期間の図様

一般的に、被災後の工場の操業は、水道、道路空事の社会基盤が復旧してから再擬

されると考えられることや、過去の大震災後の工業用水道の復!日状況告と踏まえ、被

災後の応急復旧期間の当面の目標を6週間以内としました。

(イ)主要施設

被災した場合、人命や社会的に重大な被害を及ぼすと恩われる浄水場・取水所等、

主要施設の而慌化を実施します。

(ウ)水管橋

管路施設の被災によりユーザーへ給水支障を与えないようにするため、応急復旧

に長期間を婆する主要水管橋の市様化を優先的に実施します。
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ilut震化を行った鈴鹿川第2水管橋

(ヱ)その他

北伊勢工業用水道事業の重要な施設で、水望号j原機構が管理する木曽川用水施設に

ついては、水資源機構が耐震化工事を進めており、利用者がその費用の負担を行っ

ています。

【第2次中期経営計画における成築指標】 (単{立%)

指襟
日23 日24 H25 H26 

(掛車修) (実績儀) (実積債) (目標緩)

主要施設の杯憶化率 79. 7 84. 4 85. 9 92. 2 

水管機の耐震化率 77. 0 79.7 85. 1 95. 9 

【主婆施設の耐震可憐については、平成24年4月に見直しを行っています。】

※主要施設の耐震化率。企業庁が管瑛する主要施設 (64施設)のうち、言十蘭的にilu11J霊化す

る立三婆施設(平成26年度までに59施設)の害1J合。

※水管橋の耐震化率:企業庁が管理する水管機 (74機)のうち、言十源的にii1i'擁化する水

管機(平成26年度までに71橋)の割合。

イ 老朽劣化対策

(ア)管路

管路の考朽劣化対策については、企業庁第2次中期経営計爾期間中(平成23年

度~平成26年度)において、コンクリート管 (PC管)のパイプ・イン・パイプ
工法(管挿入工法)による管更生工事(2.8km)や鋳鉄管 (C1 P管)の布設替工

事(1.7km)を実施します。

(イ)電気・言十装・機械設織等

電気設備、言十装設備、軍撤制御設備及て燃搬設備などについて、俄々の設備の耐

用年数、劣化状況等を総合的に判断して更新します。
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管路の老朽劣化対策として実施した管更生工事

(パイプ・イン・パイプ工法)の脇工状況

〔内径 1650粍PC管布設替工事(四期・野田第1工区)J

【第2次中期経営計聞における成果指標】 (樹立:%) 

指標
日23 日24 日25 H26 

(実績値) (実綴{直) (実綴優) (罰襟後)

管路の更生塁手 13. 5 37. 6 71. 7 100. 0 

設備の更新率 15. 8 29. 8 35. 1 100. 0 

※管務の更生率 :4年間(平成23年度~平成26年度)で更生する管路 (4. 5 km) 

のうち、計画的に更生する管路の割合。

※設備の更新率 4年間(平成23年度~平成26年度)で更新する設備 (57設備)

のうち、計閥的に更新する設備の割合。

ウ配水運用の強化

漏水事故等の緊急特における給水の安定化を図るため、管絡の複線化・ル}ブ。化に

よる配水ネットワークの強化を計間約に実施します。

(5)多度工業用水道事業について
多度工業用水道は昭和61年4月に給水を開始しましたが、給水先で、ある富士通セ

ミコンダクター特約三重工場A棟の操業廃止に伴い、本年(平成26年) 1 0月 1日か

ら給水を停止する予定です。このため、今後は県や市町の企業誘致関係部とも連携の

うえ、多度工業用水道の新たなユーザー確保に向け取り級みます。

-昭和58年 8月

・昭和60年 6月

・昭和61年 4fl 

-平成25年 2月

-平成26年 4fl 

-平成26年 10月

2富士通側三E重工場が桑名市多度町に立地決定

多度浄水場建設着手

多度工業用水道から品制t開始

富士通側及び富士通セミコンダクター闘が f半導体事業の再縁と方

針についてjの中で三貫主工場A棟 (200mmライン)念会津朝公へ集約を

発表

富士通セミコンダクター鮒が工業用水使用廃止承認申請書撃をと提出

工業用水の給水停止(予定)
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3 水力発電事業

(1)運営状況

本県の水力発電事業は、昭和27俸に電気事

業許可を受け、'8)11総合頻発事業の一環として

長発電所をはじまりに、富)11第一、第二、第三

発議所そ)1漢次建設し、その後も、中南勢地域総

合開発事業や石油代替エネルギ一政策のもとで、

6箇所の水力発言露所を建設し、合計10発霞所

となりました。

平成25年4月1日lこ青蓮寺及び比奈知発電

所を、平成26年4Jl1I'Hこ宮)11第一、宮)11第

二及び蓮発電所を中部電力械に譲渡したことに

より、王苅3:の設備は5発電所で、発議した電力

は中部電力側を透して県内に供給しています。

なお、合計最大出力は35，200kWであり、

県内水力発電に

企業庁が占める割合
(平成24年度実綴〉

これは、会留の26公営電気事業者の中で22番目の規撲です。

平成24年度の供給官主力議は、約251，412千kWhで県内水カ発電に占める割合は

約 39%に相当します。(平成25年度の供給電力量は約185，522千kWhで一般家

庭約5万2千没帯の1年間の使用電力量に中日当します。)

(参考)電気事業設備概要 (平成26年4月1日現怠)

使用 発甑庁
最大

最大出カ
H25年度

発電所名 発電形式 使用水量 供給篭力量
海)11名 位置

(m3/秒)
(kW) 

(千kWh)

長 大内山川 多気郡大台町 水路式 6. 00 2， 600 9，853 

宮)11第二
量主倉谷川!

多気郡大台町 ダム水路式 3.00 12，000 42，593 
不動谷川

三瀬谷 宮川 多気郡大台町 ダム式 40.00 11，400 15，959 

大和谷 大手口谷川 多気郡大台町 水路式 3.00 6，400 11， 185 

青田
予奪回)11

松阪市飯高町 水路式 1. 50 2，800 -46 
管谷川!

宮)11第一(平成26年4月1日中部電力側に譲渡) 40，655 

宮川第二(平成26年4月113 中部電力械に譲渡) 54，511 

蓮(平成26年4Jl1お中部電力械に譲渡) 10，812 

水力合計 35，200 185，522 
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(2)平成26年度電気料金

水力発電の卸供給料金は、議気事業法に主主づく卸供給料金算定規則により算出して

います。

これは、原価を算定する期間i相こ卸供給を行うために必要な費用(営業費)1こ適正

な利潤(事業報鰍)を加えた額として算出しています。

現行料金は、平成26年度分として、 17.85円/kWhで電力会社と契約するとと

もに、経済産業省に届出そしています。

慕本料金

(年額)

1，416百万円

(3) 71<カ発電事業譲渡

従量料金単価

(lkWh当たり)

O. 60円

平均単価

(lkWh当たり)

17.85内

最終となる3回目の譲渡に向けて、設備、水利関係手続きなどの下記のような務課

題への対応を的確に進めます。

・地域貢献課題:'iiK)11の流量回復等

-設備課題:脊E日発議所の導*路復旧、宮川第三発電所の建屋クラック対策、

1吉川第三発電所圧力ケープ、ル取替等

・そ の 他水利権の譲渡等

また、水力発電施設の譲渡に伴う「三重県公営企業の設霞等に関する条例」の改正

おど、については、衆議会へ諮っていきます。

{経過1

・平成19年10 月 中部電力械を相手先として交渉開始

譲渡条件:①適正な譲渡価格

②すべての発電所が継続して運営されること

③地域貢献の取組が継続されること

・平成23年 8月 「三重県水力発電事業に係る資産等の譲渡・譲受に関する

基本的事項の合意書Jの締結

【基本合意の内容】 (平成24年7月の予奪回発亀戸万の譲渡時期変更後の内容)

・譲渡価格は105億円とする。

'10箇所すべての発寄託所を、 3年間で11度次譲渡する。

譲渡良 平成25年4月1日 2発電所(青蕩寺、比奈知)

譲渡日 平成26年4Jl1日 3発篭所(宮川第一、官)11第二、運)

譲渡日 平成27年4月113 5発電所(官)11第三、三瀬谷、大和谷、予奪回、長)
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-平成24年 9月 譲渡対価の支払方法に関する確認著書の締結

ーーー~、、ー----、、、、-ー 1隠居 2出目 3回目

譲渡日 平成25年4月1日 平成26年4月1日 平成27年4月1日

発電所名 青蓮寺発電所 'g'}11第一発電子万 1吉川第三発都庁

比奈知発電所 宮川第二発電所 三瀬谷発電所

蓬発電所 大手陣発電所

苦手間発電所

長発電所

分割した譲渡対価
10. 7億円 26.of意向 68.3f意円

(税抜き)

-平成25年 2月 f青蓮寺発議所および比奈知発電ア万に係る資藤等の譲渡・譲受に

関する契約書J:[-中部電力側と三重県企業庁との聞で締結

-平成25年 4月 2発電所(育運寺発翫庁・比奈知発電所)を中部電力闘へ譲渡

・平成26年 2月 「宮}II第一発電所、官}11第二発電所および蓮発官民所iこ係る資産等

の譲渡・譲受に関する契約著書J合中部電力闘と三重県企業庁との

問で締結

-平成26年 4}ヲ 3発電所('g'}11第一発電所・宮}I!第二発議所・慈発電所)を中部

電力側へ譲渡
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4 RDF焼却・発竜事業

( 1 )濠営状況

本県のRDF焼却・発電事業は、資源循環君主社会の構築を図るとともに、米利用エ

ネルギーの有効活用を促進するための県のモデ、ノレ事業として、企業庁が、水力発電事

業(地方公営企業法第2条に規定する法定事業として実施)の的幣事業として、平成

14年12月から運営しています。

三重ごみ図形燃料発霞所は、平成15年8月19日の貯蔵槽爆発事故発生に伴い運

転を停止しましたが、安全対策等の筋設改修および危機管環マニュアル等を整備し、

試運転を緩て、平成16年9j'j21日から運転を再開しました。

また、安定的にRDFを処理するため、貯蔵絡設を新たに整備し、平成18年8月

29日から運用を開始しました。

現在、焼却・発電施設及び貯蔵施設の各運転管理業務受託事業者と企業庁が緊密な

遼携のもと一体となって発霞所の運営にあたっています。

(参考1)発議所の概要

設置場所・桑名市多度町カ尾地内

処理方式:外部循環裂流動層ボイラ方式

処理能力:240 t/汚 (120t/IヨX2系列)
発電出カ・ 12，050kW

(参考2)RDF製造市町 (5団体13市町)

事業主体 構成$町

桑名広域清掃事業革且合 桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町

香肌奥伊勢資i原化広域連合 松阪市、大台町、多気町、大紀町
南牟婁清掃施設組合 熊野市、御浜町、紀宝町

伊賀市

紀北田了

ア焼却・発電施設の湾局

RDF受入検査やボイラの排ガス分析等、周辺地域の環境測定を適宜実施するとと

もに、設備の定期点検(ボイラ2慕×年3回)と法定自主検主主(ボイラ2年lこ1隠、

夕}ピン4俸に1図)告と行うなど安全線保に取り組んでいます。

RDFの焼却により発議した電力は、桑名広域清掃事業組合及び電気事業者に供給

しており、これは一般家庭約1万5千世帯の1年間の使用君主力量まに相当します。

(平成25年度実績)RDF処理最:48， 808 t (日平均約134t)

供給電力蚤 : 53， 535千kWh
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イ 貯議施設の運用

(ア)平常時の運用

ボ、イラの連続運転を確保するため、 RDF搬入最の少なくなる週末に向けて必要

な量のRDFを貯蔵します。

(イ) RD Fの適切な貯蔵

異常を早期に発見し、迅速かっ的確な対応ができるよう、 fRDF貯蔵施設管理

規恕Jに慕づき、 24時間体制で温度・ガス等の監視を行います。

(ウ)ボイラ定期点検時等の遼用

2主主のボ、イラは1主主ごとに点検するため、ボイラ 1主主の処理能力を超えるRDF

を貯蔵し、点検等終了後に焼却処理します。なお、 4年に1沼のタービン法定自

検査時には、貯蔵能力安超えるRDFを外部処環します。(平成26年度実施予定)

(参考3)RDF貯蔵施設(平成18年8月より運用隣始)の概要

ア形式:庭内式開放型ピyト方式

イ主要E寸法幡39.0mx長さ39.8mX高さ10.6m

ウ最大貯蔵量生:約1，OOOt(約 137tX6ピット、約86tX2ホッパ)

エ主な安全対策設備・ 、

O温度額IJ定装霞 ・ピット内RDF温度測定器(演目滋ケーブル式，)2本/ピッ!、

・ホッパ内RDFiJ鼠1t測定器(演IJ湿抵抗体式.)8儀所/ホッパ
'RDF表筒温度言十(赤外線2次元イメージセンサー)2~圭

・温湿度計皇室内外各1主主

0ガス濃度狽IJ定装霞(一酸化炭素、メタン、水索、酸素)1式

O常時換気設儲(処理嵐長室250m'/分)11主

0ピット内注水設備

-紡火水そう(200m')1基

-防火ポンプ(100m'/時間)1台

(2 )安全対策等

ア安全管理会議
RDF貯蔵施設

平成16年3月に、発電所の安全運転の確保およひ環境保全に資するため、学識縫

験者、地域住民、市町関係職員、消防職員、 l果関係職員で構成する「三重ごみ闘形燃
料発電所安全管理会議」を、さらに同年5月には、専門的、技術的知見からの検討を

行うため、学識経験者等で構成する「悶技術部会Jを設置し、運転状況を随時報告す

るとともに、発電所の運営等についてご意見をいただき、安全・安定運転に反映して

います。

(開催実績)平成25年度安全管理会議2限、技術部会2回
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イ RDF品質管理

「ごみ図形燃料の品質管理に関する嫌悪塁jに基づき、 RDFの品質管理を行ってい

ます。主な取組として、 RDFの受入時には必ず受入検査をと行い(年間2，600沼手到変)、

同士見事芸の主主主震を満たさないRDFf立市町に返却するなど、環境生活部と連携しながら

品質管理を徹底しています。

ウ地域との遼携

地域住民の安全かっ安心な生活環境の保全に向けて地域と企業庁が協働して取り総

むため、地元自治会役員と発電所織員で構成する「地域連絡会議Jを設置し、地域と

の調整や情報共存を行っています。

また、発篭所だより(月 1間発行)により、定期的に地元住民に発電所の瀞五状況

等をと報告しています。

今後も地元住民等関係者の理解と協力のもと、発電所の運営告とi鎮めます。

(3) RD F処理委託料の経緯

ア 平成14年度から平成19年度の処理委託料

RDF焼却・発電事業は、究室誌による電力料収入と市町の負拐により運営経費を賄う

こととし、処理委託料3，610丹/t(里見抜き)で平成14年度から事業を開始しました。
その後、電力料収入の減少や新たな安全対策経費の増加等により、健全経営が困難

な状況となったため、関係市町と協議告と重ね、平成19年2月7日のRDF運営協議

会総会(以下「総会jという。)において、平成18年度及び平成19年度の処理委託

料を4，817内/t(税抜き)とすることなどについて市町と合意しました。

イ 平成20年度以降の処理委託料の改定

平成20年度以降の処理委託料については、平成20年度から平成28年度の9カ

年の収支見込みに慕づき、平成28年度に収支均衡となるための処理委託料(以下「収

支均衡尊重価j という。)を8，971円/t(税抜き)として設定し、平成21年度から毎
年度処環委託料を段階的に引き上げることが平成20年 11月6自の総会において決

議されました。

ウ 平成23年度からの処環委託料の改定

収支計画は平成20年11月の総会決議により 3年ごとに見直すこととなっており、

平成22年度に収支計額の見夜しについて市町と協議を行いました。その結果、収支

不足見込額が4.1億円悪化し23億円となることから、収支均衡単価そ10，389円/t

(干見抜き)に引きょげ、平成23年度からの処理委託料を増額改定することが平成

23年4月5日の総会において決議されました。
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エ 平成25年度からの処理委託料の改定
三重ごみ駁形燃料発電所は、平成24年11Jlから「電気事業者による再生可能エ
ネノレギー電気の調主主に関する特別措置法(再生エネ法)Jに基づく闘定価格翼取制度

での売電を跨始したこと等iこ伴い、平成28年度までに10億円程度の売霞収入の増

加が見込まれることとなりました。このことから、平成25年度に市町と協議を行っ

た結果、 3年ごとの収支計額の見直しを1年前倒しして平成25年度から実施するこ

ととなりました。

見夜しの結果、収支不足見込額が10.2億円改善し12.9億円となることから、収支

均衡単価を7，889内/t(税抜き)に引き下げ、平成25年度からの処理委託料な減額
改定することが平成25年11月29Sの総会において決議されました。

なお、今回の料金改定では、平成29年度の処理委託料の急激な上昇を軽減させる

ため、平成29年度以降の市町負担分の前倒しとして、平成25年度から平成28年

度までの処環委託料lこ1，000円/t(税抜き)を上乗せして徴収することとなりました。

(参考4)平成25年11月の収支見直しに基づく処理委託料の改定

現量控

(4) RDF焼却・発電事業の平成29年度以降のあり方について

ア あり方検討作業部会の設置

自21 H28 

(丹Iti[割強}
現在担支均簡単彊

10. 389 

平成20年11月の総会決議により、平成20年 12丹、 RDF運営協議会内にfあ

り方検討作業部会Jを設置し、事業主と継続する場合の諸課題について検討を行い、一

定の方向除を得るよう市町と協議合進めてきました。

イ 平成29年度以符の参画市町、継続期間

平成29年度以降の参画市町について、平成22年4月のRDF運営協議会理事会

(以下「理事会jという。)で、県内5製造団体 (13市町)での新たな枠組み※にお

いて事業を継続することが決議されました。

また、平成29年度以降の継続期間について、平成22年8月の理事会で、 4年間

(平成32年度末事業終了)とすることが決議されました。

※平成25年度末で志摩市古溝倒見し、 5製造団体 (13市町)となりました。
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ウ 平成29年度以降の費用負担、事業主体

平成23年4月の総会で、平成29年度から平成32年度までの収支の不足見込額

(継続に伴う維持管理費の増額分、改修費、外部処現望号)を;黙と市町とで半分ずつ負

按すること、及びこの照の事業主体を県とすることが決議されました。

平成29年度以降継続期間中の事業主三体については、関係部局で協議し決定してい

きます。

エ RDF焼却・発電事業に係る確認書
平成29年度以降の参画市町や事業からの離脱に関する事項などの手続きを定めた

IRDF焼却・発言盗事業に係る確認書J (以下「穣認、著書Jとしづ。)が、平成24年

3flの理事会で承認され、平成26年1fl 1 7日付けで搾印が完了しました。

また、確認、著書の持印lこ先立ち、脱退する市町の責任宏明雄イじするため、 f脱退負担

金の取り扱いに隣する決議Jが、平成25年10月の理事会で承認されました。

(参照 目立添資料P33~37)

(5) RD F運営協議会からの松阪市の税退の協議

松阪市l士、!日飯薦、飯高地区も含めた市全域のごみ処理を平成27年度から一元化

することをめざしており、これに合わせて平成26年度末でRDF運営協議会から脱

退する意向が示されました。この意向を受けて香肌爽伊勢資源化広域連合から、平成

26年度末でのRDF運営協議会からの松阪市の脱退に係る協議依頼文警が平成26

年3月31日付けでRDF運営協議会あてに提出されました。

RDF遼営協議会から脱退する場合は、確認著書第4条で環事会において審議するこ

とと定められており、理事会の審議に向けてRDF選営協議会総務運営部会で協議な

進めています。総務運営部会は、平成26年4月28日に第1阪を、 5月23日に第

2回を開催しました。

(6)訴訟経過

RDF貯蔵槽爆発事故に係る富士電機鮒との開の損害賠償請求訴訟については、

平成18年9月7¥3に口頭弁論が関かれ、現濯も継続して審理が行われています。

次回期日は、平成26年5月29日の予定であり、今後も、弁護士とも十分格談し、

適切に対応していきます。

[参考}民事訴訟の損害目釘賞誇求額について

県倶.iJ : 22億5，653万4，672円

富士電機側側 : 31億5，408万 568内
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【資料】



企業庁事務分掌
i 職員数 I 229人l

r苫置哀「
千代t控正人
(富豪語 059-224-2821 ) 

it業総務課 I 16人
課長浅井雅之
(電話:059-224-2822) 

財務管理課 I 14人
課長高須幹郎
(電話:059-224-2829) 

総務斑 I 4人
組織定数及び人事に関すること

給与及び福利厚生に関すること

人権施策に隠すること

法令事[E I 2人
法令、訴訟に関すること

労働安全衛生に関すること

盃画事[E I 4人
経営計額の推進に関すること

重要焔策・重要事業の金額調警察に関すること

県議会に関すること

広穂広報に関すること

事業管理班 I 5人
入札・契約制度及び技術管理に隠すること

人材育成に隠すること

危機管理に関すること
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危機・事業管理賢策RDF発電車ま

村林行一
(電話:059-224-2822) 
危機管理、事業管理の推進及びRDF焼却・発電事業に関すること

資産管理髭

西川秀樹

(電話:059-224-2829) 
資産整理の推進、資産管理の調整及び企業出納員に関すること
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次長
加藤治夫
(霞話:059-224-3171) 
電気事業対策総括霊♂

加藤文雄
(電話:059-224-2837) 

水道事業課 . ~ 

諜道ケ ~i蓄広
(電話回 059-224-2833)

工業用水道事業課

諜長高松寛
(電話:059-224-2835) 
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事業経営班 I 6人
水道事業施設の維持修繕に関すること
水道事業の水質管環に関すること
水道料金に関すること

水道建設斑 I 4人
水道事業の建設に係る金額・務査・5湾整に関すること

機電管理班 I 2人
水道、工業用水道の機電管理に隠すること

事業経営Jj)I I 4人
工業用水道事業施設の維持修繕に関すること
工業用水道事業の水質管瑳に関すること
工業用水道料金に関すること

工業用水道建設級I3人
工業用水道事業の建設に係る会商・調査・調整iこ関すること

事業経営班 I 7人|
主意気事業に係る企画・調査・調整lこ関すること
RDF焼却・発言軍事業の料金に際すること
水力発電事業の譲渡に関すること

施設管壊事[ I 5人 1

電気事業の焔設獲備、維持修繕に関すること
水力発電事業の料金に関すること

機霞管理箆

商野佐与武
(電話 059-224-2833) 
機官室関係施設の保安に関すること
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RDF擁却・発常事業に{系る確認書

伊賀市、志摩市、紀北町、香JlIl奥伊勢資源化広域連合、桑名広域清掃事業組合、南

ヰ主事ま清掃施設組合及び三重県l土、 RDF焼却・発電事業(以下「事業jという。)につ

いて、平成20年 11月61=1及び平成23年4月51=1の三3重県RDF運営協議会(以

下「協議会Jという。)総会決議に主主づき、ヌド苦手を取り交わすことにより、事業が円滑。

に実施できるよう次のとおワ確認、する。

(遼営体制)

第1条 事業については、次の製造団体及び製進団体を構成する市町が参臨し、三重

県(以下 f県Jという。)が事業主体となって運営する。ただし、志摩市が参関す

る期間については、平成23年4月5日の協議会総会決議に基づき、平成26年

3}l 3 1日までの期荷とする。

伊賀市

志摩市

紀北町

香JlIl.奥伊勢資源化広域逮合(松阪市、!多気町、大台町、大紀町)

桑名広域清掃事業組合(桑名市、いなベ市、木曽岬町、東長町)

南牟婁情婦施設総合(熊野市、御浜町、紀宝町)

(害事業期間)

第2条 前条に規定する遼営体制による事業期間は、平成33生存3}l3 1罰までの期

問とする。

(護霊殿負狽)

第3条 平成28年度までの費用負担については、次のとおりとする。

(1) 事業の運営に要する費用は、売電による収入及び製造毘体が負担する処理委託

料(平成19年2}l7日の協議会総会決議による処渓委託料により算出したもの

をいう。)をもって充てるものとするが、収支計画における平成20年度から平

成28年度までの収支不足見込綴については、平成20年11月6日の協議会総

会決議に基づき、製造問体と県が半分ずつ負設する。

(2)前号の収支計画については、平成20年度以後3年度ごとに免疫すこととされ

ていることから、平成23年4}l5日の協議会総会において改定された収支計爵

については、平成25年度に見直す。

(3)前2号の収支言十酒における収支不足見込額とその実績に過不足が生じる場合は

清算するものとし、その清算方法毒事については、iJlJ途協議会で定める。

2 平成29年度から平成32年度までの費用負銀については、次のとおりとする。

(1)事業の運営iこ要する費用は、発電による収入及び製造団体が負担する処理委託
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料(平成28年度に収支が均衡する処理委託料iとより算出したものをいう0)をも

って充てるものとするが、平成29年度から'平成32年度までの収支不足見込額

{継続に伴う維持管理費の増額分、改修費及び外部処理費をいう。以下向じ。}に

ついては、平成23年4月5自の協議会総会決議に基づき、製造自体と県が半分

ずつ負扱する。

。(2) 平成29年度から平成32年度までの収支不足見込額のうち製造団体負担分の

負担方法等はついては、 JJIj途協議会で定める。。
(3)平成29年度から平成32年度までの収支不足見込額とその実績に過不足が生

じる場合は清算するものとし、その清算方法等については、別途協議会で定める。

(護軍営体制からの鋭退等)

第4条製造ITl.l体は、当該製造図体又は当該製造団体を構成する市町(以下 f製造問

体等Jという。〉が、平成33年3sl 3 1日(志摩市については、平成26年3sl

3 1 s)までに第1条の滋営体制カもの脱退(以下「脱退Jという。)をするとき

は、遅くとも脱退を希望ナる日の 1年前までに協議会長宛て文書蓄により協議しな

ければならない。

2 脱退の協議があった場合I士、協議会理事会において審議し、協議会総会へ報告す

る。

3 前項により協議会において製造図体等の脱退が認められた場合は、脱退が認めら

れた製造個体又は脱退が認められた市町が属する製造問体は、遅滞なく脱退に伴う

負担金を一拐で支払わ怠ければならない。

4 前壌の脱退に伴う負担金については、次項により算定するものとし、協議会理事

会において審議し、協議会総会へ報告する。

5 脱退に伴う負担金は、脱退の日から平成33年3月31 s (志摩市については、

平成26年3月31日)までの期間(以下 f残存期間j という。)における各年度の

処理委託料単価(平成29年度から平成32年度の処理委託料単仮については、平

成2.9年度から平成32年度までの収支不足見込額のうち、製造問体が負担するべ

き額を含るものとして算出したものをいう。)に残存期間における各年度のRDF処

理委託量(脱退する日のE毒する年度の前年度以前3年間の処理委託金の平均値とす
SJ〕を乗じて得た額及びRDF ;ò~処理されないことによる売電収入の減少に相当す
る額の合算額とする。

6 製造問体等が、 RDF焼却・発言露施設における処理が可能であり、かつ、製造図

体のRDF化施設における処穫が可能でもあるにも関わらず、焼却施設における処

理その他RDF焼却・発電施設以外の施設における処理を意図的に行った場合は、

協議会理事会において審議し、協議会総会へ報告する。ただし、 3R推進によるご

みの減量化、堆肥化等については、ごみの発生・排出抑制であることから、この限

りではない。

7 前項lとより協議会におし¥て脱退と認められた場合は、脱退と認められた製澄団体

又は脱退と認められた市町が属する製造問体は、遅滞なく脱退に伴う負担金を一括

で支払わなければならない。
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(事業期間中のRDF焼却・発電総設の所有権及び終γした後の撤去費煎)
第5条 事業期間中のRDF:焼却・発湾施設の所有権は県に帰属するものとし、事業

が終了した後の撤去費用については、来が負担する。

{経費の節減等)

第6条 爆は、安全・安定運転を前提とした上で、経費の節減に資するよう、効率的

き《時p.F焼却・発電施設の運用に努める。また、事業の予算及び決算については、
協議会総務遂営部会でチェックを行う。

(猿の技術的支媛〉

第7条 童話澄団体等が平成33年度以降のごみ処穣方式を検討するため参考となる資

料について、県は市町に協議会で提供する等技術的支援を行う。

(疑義等に関する淑扱い)

第8条 この確認議に関し疑義の生じた事項及ひ鴨認舎に定めのない事項については、

協議会で協議のj二決定する。

平成2&年/月17日

岡本

三重県志摩市阿J怠田了鵜方30 9 8 
志摩市

志摩市長 大口秀

尾上害事

三重県多気郡多気町丹生4290

呑肌奥伊勢資源化広域連合

広域連会長 久保行
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三重県桑名市多度町カ鳥

桑名広域清掃事業組合

管悲患者 伊藤徳

三重県南牟婁郡御浜町大学何回和20..5 .3-._， 

雨傘婁清錦施設組合 !南中華街専
管理者 古 )11 弘 fiEl鼓般会i

三重県津市広明田T13養地

三重県

三重県知事 鈴木

三重県津市広明町13餐地

三重県

公営会業管理者

三重県企業庁長 小林
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脱退負担金の取り扱いに関する決議

fRDF焼却・発電事業に係る縫認書J(以下f確認書jという。)は、平成 20年11月6日及び平

成23年4.Fl5Bの三重県RDF運営協議会(以下f協議会Jという。)総会決議に基づき、平成24

年3.Fl28自の協議会理事会で決定している。

今後、「確認審」第4条を異体的事案に適用する!こ当たって、製造悶体から脱退することにより

「確認審」第1条の運営体制から脱退することとなる市町(以下「脱退市町」という。)について、以

下のことを確認する。

1. f確認著書j第4条第3項、及び、第7項に規定するf脱退に伴う負援金J(以下「負担金jとい

う。 )1土、税退市町によりさ主じたものであることから、脱退市町以外の協議会構成団体が不利益

奈被ることのないよう、脱退市町が負担すべきものである。

2.脱退市町が属する製造団体!立、協議会理事会の審議結果に従って、脱退市町が遅滞なく負

担金を支出するよう求めなければならない。

3. fi弛i阜市町は、製造罰体の求めに応じ、製造団体!こ対して遅滞なく負担金を支払わなければな

らない。

4.県!土、上記2の結果、支障が生じたとき製造団体の協力要請に基づき、ともに対応する。
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